
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、令和３年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

174,369 132,525 8,352 33,492

心身障害者特別対策費 174,369 132,525 8,352 33,492

67,507 411 8,129 3,234 55,733

社会福祉総務費 3,353 161 3,192

老人福祉総務費 36,817 411 8,037 1,764 26,605

地域会館等管理費 420 92 20 308

その他 26,917 1,289 25,628

218,071 74,286 0 5,223 10,445 128,117

一般管理費 5,800 278 5,522

社会福祉総務費 552 26 526

心身障害者特別対策費 4,559 218 4,341

児童福祉総務費 6,364 305 6,059

児童措置費 187,384 74,286 5,223 8,976 98,899

公債費 13,304 637 12,667

その他 108 5 103

36,436 2,947 1,745 31,744

社会福祉総務費 19,725 2,947 945 15,833

労働諸費 50 2 48

その他 16,661 798 15,863

496,383 210,169 13,352 23,776 249,086

高齢者福祉事業

令和３年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

６０,７１６千円

１,２６７,５９２千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

78,494 32,112 0 3,760 42,622

社会福祉総務費 78,494 32,112 3,760 42,622

99,064 24,146 0 4,745 70,173

後期高齢者医療費 99,064 24,146 4,745 70,173

156,074 11,142 0 7,476 137,456

老人福祉費 156,074 11,142 7,476 137,456

333,632 67,400 0 15,981 250,251

26,221 6,550 2,351 1,256 16,064

心身障害者特別対策費 16,999 3,688 2,193 814 10,304

ひとり親家庭福祉費 4,885 1,057 81 234 3,513

児童福祉総務費 4,337 1,805 77 208 2,247

392,515 18,800 373,715

保健衛生総務費 2,515 120 2,395

病院事業費 390,000 18,680 371,320

18,841 3,348 373 903 14,217

一般管理費 39 2 37

老人福祉センター施設費 39 2 37

児童措置費 39 2 37

保健衛生総務費 20 1 19

予防費 18,273 3,348 373 875 13,677

公園費 39 2 37

常備消防費 156 8 148

学校管理費 105 5 100

社会教育総務費 131 6 125

その他 0 0 0

437,577 9,898 2,724 20,959 403,996

1,267,592 287,467 16,076 60,716 903,333

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計


